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研究成果の概要（和文）： この研究では, 中高年者の健康増進のための運動行動に対する自己効力(SE)および結果期
待(OE)の尺度を開発した.
 尺度の信頼性では, クロンバックαがSEはα＝ .95, OEがα= .67, 再テスト法はSEがr＝ .59, OEはｒ= .67であった
. 尺度の妥当性は, SEが主成分分析で1因子を抽出し, 分散の74.9%を説明した. OEの因子分析は3つの肯定的因子と2つ
の否定的因子を抽出し, 分散の56.8%を説明した. 自己効力と結果期待は, 中高年の運動行動を予測する要因の1つであ
る. 

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop the self-efficacy scale(SE) and outcome 
expectancy scale(OE) for health promotion exercise among adults and older adults. Reliability of the both 
scales were used to test Cronbach’ alpha, and test-retest reliability over 2 weeks period. Cronbach’ 
alpha of the SE was α= .95, and the OE was α=. 67 for their internal consistency. Test-retest 
reliability of the SE was r= .59, and the OE was r= .67. Construct validity were used to evaluate the two 
statistics approach for the each scales.Validity of the SE was used to test the principal component 
analysis, and one factor was extracted, which explored 74.4% of the total variance. Validity of the OE 
was used to test the factor analysis, and five factors(three positive factors and two negative factors) 
were extracted, which explored 56.8% of the total variance.
The results suggest that the SE and OE are useful tool for adults and older adults to setimate their 
exercise performance.
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１．研究開始当初の背景 
現在日本では, 糖尿病などの慢性疾患に

よる治療費が国民医療費の全体の約 4 分の 1
を占め, 国民の経済的負担が増大すること
から大きな社会問題となっている。 
この慢性疾患は, 病気の発症に運動や食

生活などの生活習慣が関係しており, 生活
習慣の改善によりある程度予防が可能であ
るとされる一方で, 発症すると病気の経過
が長く, 時に重症化することから, 病気を
患った人の負担が大きい。そのため慢性疾患
の予防対策は, 日本社会の大きな関心事で
あり, 地域保健の領域が取り組まなければ
ならない重要な課題の一つである。 
この課題に対して, 地域保健の領域では, 

運動の必要な人や運動不足の解消が必要な
人を対象に運動指導を行っているが, 次の
ような問題が生じている。それは, 対象は運
動の必要性や運動の仕方を学習しても, 運
動が始められない, または, 運動を開始し
ても継続することができない。  
その運動習慣に関しする研究では, 自己

効力と結果期待の概念が運動行動と関係が
あると報告されており, 運動している人と
運動を中断した人を比較して, 運動してい
る人は自己効力と結果期待をもってい 
る(1)-(3)。また, 運動に伴う自己効力と結果期
待を持っている人は, この 2つの期待を持っ
ていない人に比べて運動を続けており, 2 つ
の概念が運動の実行に関わっている。 
この 2つの概念について, 人の行動に関わ

る心理の研究者である Bandura(4)は, 社会的
学習理論の中で, 次のように説明している。 
すなわち,「自己効力」とは, 人がある行動
を起こすときに, その人がその行動をうま
く実行できるとする確信をもっていること
であり,「結果期待」は, ある行動にはある
結果が伴うという期待をさす。そして, 「自
己効力」と「結果期待」によって, その人が
ある行動を実行するか否かを決定する。 
これまでの国内外における自己効力と結

果期待の研究では, この 2つの要因が健康行
動と関係していることが明らかにされてい
るが, この 2つの要因と健康増進行動との関
係を検討している研究報告が非常に少ない。 

 
２．研究の目的 
研究の目的は, 中高年者の健康増進運動

の持続を予測する, 運動行動に対する自己
効力および結果期待の尺度を開発し, その
有用性を検討することである。 
 
３．研究の方法 
本研究は, 5つの研究から構成されている。

まず1つ目の研究は, 自己効力および結果期
待の概念分析のために国内外の文献研究を
行う。2 つ目の研究が, 専門家によるブレー
ンストーミングと KJ 法を用いて尺度原案を
作成するための調査研究を行う。3 つ目の研
究は尺度原案から, 自己効力と結果期待を

測定する尺度項目を抽出するための質問紙
調査を行う。4 つ目の研究では, 統計的検討
を行い, その尺度を精鋭させるための横断
的調査を行う。そして, 5 つ目の研究が, 開
発した尺度が有用化否かを検討するための
縦断的調査を行う。 
 
４．研究成果 
 本研究は, 平成 23 年 4 月から平成 28 年 3
月の間に行った。 
自己効力と結果期待の概念分析に関する

研究は, 平成 23 年 4 月から平成 24 年 3 月, 
尺度原案の作成に関する研究が, 平成24年4
月から平成 25 年 3 月, 尺度項目の抽出に関
する研究は, 平成 25 年 4 月から平成 26 年 3
月, 尺度項目の精鋭に関する研究が, 平成
26 年 4 月から平成 27 年 3 月, 尺度の有用性
に関する研究は, 平成 27 年 4 月から平成 28
年 3月であった。 
 
(1) 概念分析に関する研究 
この研究では, 平成 23年 4月から平成 

24年3月にかけて, 日本国内外の健康増進 
の運動行動, 自己効力および結果期待の 
概念に関する研究論文についてシステマ 
テック・レビューを行った。また, 中高年 
者の健康増進の運動行動に関する保健指 
導を専門とする保健師らとブレーンスト 
ーミング, KJ法を用いて自己効力および結 
果期待の概念構成を検討した。 
 まず, 1990 年から 2012 年の MEDLINE,  
PubMed, CINAHL, 医学中央雑誌等のデ 
ータベースを用いて国内外の研究論文を 
システマテックに収集した。その結果, 海 
外の分析対象となった研究論文は 30 本で 
あり, 中高年者の健康増進の運動行動に 
対する自己効力については, Bandura の理 
論に即した定義がなされていたが, 結果 
期待は明確な定義づけがさていなかった。 
また, 日本の分析対象となった先行研究 
は 10 本であり, この 2つの期待の概念が 
明確に定義されたものは, 今回のデータ 
収集の範囲では見あたらなかった。 
 次いで, ブレーンストーミングおよび 
KJ 法を用いた 2つの期待の概念の構成を 
検討し, 自己効力の強さと高さの次元の 
区別が困難であるという結論に至った。ま 
た, 結果期待の自己評価と社会的評価の 
次元は, 日本人の謙遜の文化を質問項目 
として表現することが難しいということ 
で議論の一致をみた。 
 
(2) 尺度原案の作成に関する研究 

  本研究では, 平成 24 年 4月から平成 25 
年 3月間に自己効力および結果期待の尺度 
原案を作成するための調査研究を行った。 
システマテック・レビューとブレーンスト 
ーミングおよび KJ 法を用いて, 「自己効 
力とは自分にはある運動がすることがで 
きるとする自信」であり, 「結果期待は運 



動することによって生じる結果に対する 
予期をさす」と定義づけした。 
また, その定義づけに基づいて, 自己効 

力の尺度原案は 10 項目からなり, 回答形 
式が 5 段階のリッカート形式で, 「非常に 
自信がある」に 5 の数字, 「全然自信がな 
い」に 1 の数字を割り当てた。かつ, 結果 
期待の尺度原案は 21 項目から構成され, 
回答形式が 5段階のリッカート形式であり, 
「すごくそう思う」に 5 の数字, 「全然そ
う思わない」に 1 の数字を割り当てた。そ 
して, これらの尺度原案, 運動を習慣化す 
るために必要な環境要因項目, 属性の項目 
などを加えて質問紙を作成した。 
この質問紙は, 埼玉県 A市にある B病院 

の健診センターを利用している中高年者 
を対象に, 対象者が回答しにくいとした 
項目の表現を修正し, 回答が困難ではな 
いことが確認できるまで繰り返し行い, 5 
回繰り返すことで最終的な項目原案を作 
成した。 

 

(3)尺度項目の抽出に関する調査研究 

   この研究では, 平成 25 年 4月から平成 
26年3月にかけて, 自己効力と結果期待の 
尺度項目を抽出する調査研究を行った。 
調査対象は, A 県の歩こう会に所属して 

いる中高年者100人で, 郵送法を用いた質 
問紙調査を行い, 自己効力および結果期 
待の尺度原案の回答がどのように分布を 
するか統計的な検討を行った。 
その結果, 対象者が回答しない項目や 

無効となる回答項目などは少ないこと, 1 
つの回答に対象者の 50%以上が偏って回答 
した項目が少なかった。これらから, 自己 
効力と結果期待の尺度原案が質問紙調査 
で使用可能であることが明らかになった。 
 

(4)尺度項目の精鋭に関する調査研究 
この研究は, 平成 26 年 4月から平成 27 

 年 3月間に尺度を精鋭するために信頼性と 
 妥当性を検討する横断的調査研究を行っ 
た。 
調査対象は, 関東地域・東北地域・甲 

信地域のウオーキング協会または歩こう
会に所属している中高年者350人に, 郵送
法による質問紙調査を 2 回行い, 1 回目調
査が本調査, 2 回目調査は本調査から 2 週
間から 3週間後に行った。 
 その結果, 尺度の信頼性の検討はクロ 
ンバックα信頼性係数が自己効力はα= 
 . 95, 結果期待がα= . 79 であった。再 
テスト法では, 自己効力はr= . 59, 結果 
期待が r= . 67 であった。また, 尺度の妥 
当性の検討では, 自己効力が主成分分析 
を行ない, 1 因子を抽出し, 分散の 74.9% 
を説明した。結果期待は因子分析を行い, 3 
つの肯定的因子と2つの否定的因子を抽出 
し, 合計 5 つの因子で分散の 56.8%を説明

した。 
 これらの統計的検討を踏まえて, 信頼
性係数を高め, 因子が分散の最大を説明
するように自己効力と結果期待の尺度項
目を選定し, 最終的に自己効力が 9 項目, 
結果期待は 15 項目とした。 

 
(5) 尺度の有用性に関する研究 

本研究は, 平成 27 年 4月から平成 28 
年 3月にかけて, 最終的な自己効力9項目,
結果期待 15 項目の原尺度が有用であるか
否かについて縦断的調査を行い検討した。 

   研究対象は, 埼玉県 A市に居住する 40 
歳以上の地域住民 50 人を市報等で募り,  
基礎調査, 3 か月後調査, 6 か月後調査と 3 
か月ごとに合計3回同じ対象に同じ質問項 
目を尋ねた。また, この研究参加者は,  
基礎調査時に, 医学的検査(胸部レントゲ 
ン撮影, 心電図, 最大酸素摂取量, 肝臓 
機能検査, 貧血検査など), 体力測定(上 
体起こし, 前傾屈伸度など), それに基づ 
く運動処方を受けて, 研究期間中の運動 
行動が安全に行えることとした。 

   その結果, 基礎調査から6か月後調査ま 
で全調査を完了したのは 50 人中 46 人で, 
脱落率は 8%であった。対象者の平均年齢は
62.9 歳, 性別が男性 7 人, 女性 39 人であ
った。また, 対象者が研究期間中に行った
運動の強さはやや弱い運動で, 1 回の平均
運動時間が約60分, 1週間の平均運動日数
が約 4日であった。かつ, 自己効力の平均
は基礎調査 1-4, 3 か月後調査 2-4, 6 か月
後調査2-4と推移し, 結果期待の平均が基
礎調査 1-3, 3 か月後調査 1-3.5, 6 か月後
調査1-4と推移して, 時間の経過とともに
上昇傾向が見られた。そして, 基礎調査の
自己効力と 3か月後の運動遂行が r= 
 . 23- .24, 基礎調査の自己効力と 6か月 
後の運動遂行は r= .23- .29, 基礎調査の
結果期待と 3か月後の運動遂行が r= 
 . 21- .28, 基礎調査の結果期待と 6か月
後の運動遂行は r= . 14- .21 とそれぞれ
弱い正の相関があった。すなわち, 基礎調
査において成功裏に運動を遂行する自信
があり, 運動には結果が伴うと期待して
いる人ほど, 3 か月後および 6 か月後には
運動を行っていた。 
これらから, 自己効力と結果期待は中 

高年者の運動行動を予測する要因の1つで 
あると思われる。 
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